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Ⅰ 連合農学研究科の教育目的と特徴 

［教育目的］ 

本研究科は、岐阜大学､静岡大学及び信州大学の各大学の農学研究科等が有機的に連合

することによって､特徴ある教育･研究組織が編成されている。本研究科の設置目的は、生

物(動物､植物､微生物)生産､生物環境及び生物資源に関する諸科学について高度の専門的

能力と豊かな学識､広い視野をもった研究者及び専門技術者を養成し､農学の進歩と生物資

源関連産業の発展に寄与することにある。さらに､農林畜水産分野の人材養成を切望する海

外からの要請にも応えて､高度の学術･技術の修得を希望する外国人留学生を積極的に受入

れ､諸外国における農学及び関連産業の発展に寄与することも目的とする｡また､本研究科

の教育研究組織は､中部地区の環境､立地など農学及び産業に関連する諸要因を的確に捉え､

産学共同によって､中部地区の発展にも貢献することも期待されている。 

農学教育の基本要素は環境(｢生物環境｣)に基盤を置いた｢生物生産｣・｢生物資源利用｣で

ある。さらに人の生活･豊かさ(農学の総合性）に視点を置いた教育･研究を強化すると共に､

複合領域にまたがる課題に対して十分に対応できる問題解決型研究能力と課題発掘型研究

能力を育成する教育を目指している。 

 

［特徴］ 

本研究科は、生物生産科学専攻、生物環境科学専攻、生物資源科学専攻から構成されて

いる。これらの専攻において、動物、植物、微生物といった分類を全て包含した生物全体

を研究対象とした教育・研究活動が行われている。研究手法も、分子生物学、化学、物理

学、行動学、集団遺伝学という多岐にわたる。活動の場も、実験室に限られたタイプの教

育・研究と、広く野外、果ては全地球規模といった全く異なったフィールドワークが共存

している。純粋な基礎研究を基盤とする教育もあれば、農業の現場に密着した教育もある。

一見、全く収拾がつかない状態にも見えるが、他の教育・研究機関では到底考えられない

ようなユニークな共同研究が生まれる場を形成しているという点も忘れてはならない。異

なる発想をもった教員が集っていることが新たな学際的研究を生み出すインキュベーショ

ン装置として機能しており、こういった中で真にこれからの社会が求める人材が養成でき

ると考える。 

研究の目指すものは、食糧、健康、医療、環境、エネルギーといった時代のキーワード

を網羅しており、本研究科の存在価値は今後ますます重要となると考えられる。中部地方

における国立大学が連携することで地域の産業に根ざした中堅の教育・研究のセクタを形

成している。 

 

［想定する関係者とその期待］ 

本研究科は、食糧生産、食品工業、食品流通、健康産業、製薬、環境といった幅広い産

業分野に関する基礎と応用の教育を行っている。本研究科の受験生、在校生はこれらの分

野に於いて実践に耐えうる科学的知識や問題解決能力を身につけることを期待している。 

国内の農学、生物科学分野の研究機関からは、これらの分野の研究者、民間企業からは

専門技術者の人材供給を期待されている。国際的には、東南アジアを中心に、多くの留学

生を受け入れており、彼らは、帰国後高等教育や研究、産業界におけるリーダーとなる人

材を養成することを期待されている。 
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

(１)観点ごとの分析 

観点 基本的組織の編成  

(観点に係る状況) 

本研究科の構成（専攻等）を表１－１－１に示す。本研究科は、生物生産科学専攻、生

物環境科学専攻及び生物資源科学専攻の３専攻から構成されている。 

生物生産科学専攻は、植物及び動物の生産から消費者への供給に至るまでの全過程に関

する学理と技術に関する諸問題を教育・研究する。植物生産利用学講座、動物生産利用学

講座、経営管理学講座の３連合講座で構成されている。 

生物環境科学専攻は、生物生産の基礎となる無機的環境に関する諸問題を物理的及び科

学的手法によって考究する教育研究と、その環境に生息する生物群集に関する諸問題を、

生態学的仕組みに基づいて解明する教育・研究を行う。環境整備学講座と生物環境管理学

講座の２連合講座で構成される。 

生物資源科学専攻は、生物資源及び生命機能に関する学理を究め、さらに生物工学の基

礎研究を行い、未利用資源を含めた生物資源の構造と機能の解明、より高度な加工・利用、

新機能の創生及び廃棄物処理に関する原理と技術について教育・研究する。生物資源利用

学講座、生物資源化学講座及び生物機能制御学講座の３連合講座で構成されている。 

表１－１－２に専攻別の教員配置を示す。127名の指導教員が配置されており、教員一

人当たりの学生数は0.86人となっている。各専攻には37名から47名の指導教員が配置され、

指導教員の配置に専攻間の隔たりはなく、バランスのよい教育が行われている。設置基準

は満たしている。 

 
表１－１－１ 研究科の構成 

専攻等名 
専修・ 

講座数等 
教育研究の目的 

生物生産科学専攻 ３ 

作物の肥培管理及び家畜の飼養管理，動植物の栄養，保護，遺伝育種，生産物の

利用，農林畜産業の経営，経済及び物的流通に関する諸分野を総合し，第 1 次産

業としての植物及び動物の生産から消費者への供給に至るまでの全過程に関す

る学理と技術に関する諸問題を教育・研究し，係る分野において社会から必要と

される研究者，専門技術者を養成する。 

生物環境科学専攻 ２ 

農林業生物生産の基礎となる自然環境，地球規模の環境と生物の関わりに関する

諸問題について，生態学，生物学的，物理的及び化学的手法によって学理を究め，

生物資源の維持，農地及び林野の造成，管理に関する原理と技術について教育・

研究し，係る分野において社会から必要とされる研究者，専門技術者を養成する。

生物資源科学専攻 ３ 

動物，植物，微生物，土壌等の生物資源について，その組織・構造・機能を分子

生物学，有機化学，細胞生物学，物理化学など多面的，総合的立場から解析する

ことによって，生物資源並びに生命機能に関する学理を究め，生物工学の基礎研

究を行い，未利用資源を含めた生物資源の構造と機能の解明とより高度な加工・

利用，新機能の創生及び廃棄物処理に関する原理と技術について教育・研究し，

係る分野において社会から必要とされる研究者，専門技術者を養成する。 

（出典：岐阜大学大学院連合農学研究科規程） 

 

表１－１－２ 大学院課程の教員配置数         （平成 19 年５月１日、単位：人） 

現  員 
設置基準で必要な研究指導教員

及び研究指導補助教員 
学生数 

指導教員数 

研究指

導補助

教員数 

指導教員数 
研究指導補

助教員数 
専攻名 

小計 
教授数 

(内数) 
小計 小計 

教授数

(内数)
小計 

収容

定員 
現員

教員１人

あたりの

学生数 

生物生産科学専攻 47 43 16 4 3 4 18 49 0.78

生物環境科学専攻 37 31 16 4 3 4 12 48 0.91

生物資源科学専攻 43 36 14 4 3 4 18 51 0.89

合計 127 110 46 12 9 12 48 148 0.86

（出典：連合農学研究科委員会資料より抜粋） 
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観点 教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制  

(観点に係る状況) 

教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制は、専任教員と代議員会が中心となり、

学生、修了生からの評価、改善意見の聴取と分析に基づいて、表１－２－３に示す教育方

法の改善を行っている。 

具体的取り組みとして、毎年の共通ゼミナール（一般）終了後における参加者のアンケ

ート調査、修了生に対するアンケート調査（平成 17 年度に実施）により学生、修了生から

の意見を聴取している。また、本研究科に一名在籍する専任教員が全ての学生を対象に毎

年面接を行っている。 

教育内容、教育方法に関しては、毎年、アンケート結果や面接の結果を代議員会が分析

し、対応等について専任教員が各構成大学で実施する FD の中で、報告し、表１－２－４に

示すとおり現場における教育方法の改善に役立てている。また、この分析の結果について

は毎年発行している「岐阜大学大学院連合農学科 広報」（以下「広報」）にまとめて公表

している。これらの分析結果を、特別ゼミナール、共通ゼミナール（一般）、研究指導の改

善に役立てている。 

また、連合大学院の特徴である、遠隔地における効果的な教育を行うため、テレビ会議

システムを導入し、中間発表、共通ゼミナールに活用している。また、平成 16 年度より医

学部 MEDC を中心に開発されたインターネットチュートリアル システムを活用し、構成大

学間さらには遠隔地のフィールドにいる学生が受講可能な自発的なディスカッションを基

本とする学習形態を導入した。このテレビ会議システムは、教員の FD にも活用している。 
 

 

表１－２－３ 教育目標とカリキュラム内容、教育成果の検討改善体制と改善状況 

検討体制 

（委員会等名） 
年度 改善状況 

16 年度 
共通ゼミナール(一般)において、学生の代表による研究発表の実施を検討し、豊か

な学識を身につけることを目指した。 

17 年度 
共通ゼミナール(一般)において、学生全員による研究発表を行い、研究者としての

プレゼンテーション能力を高めることを検討した。 

18 年度 
共通ゼミナール(一般)の講義に、他分野の講義も取り入れ、広い視野を持った研究

者の育成を検討した。単位制について検討を始める。 
代議員会 

19 年度 

共通ゼミナール(一般)の講義に、英語の授業を多く取り入れることを検討し、国際

的に確約できる学生の育成を目指した。 

単位制への移行へ準備を行う。 

 

表１－２－４ FD 活動が教育改善に反映された事例 

年度 事         例 

16 年度 － 

17 年度 － 

18 年度 

共通ゼミナール（一般）のセミナー内容について、視野を拡大するための科目や学位論文指導のため

の演習科目を導入した。また、学位論文審査要件に係る学術誌の認定基準の申し合わせを制定した。

指導教員に学生の研究進捗状況を連絡し、指導体制の強化に努めた。 

19 年度 教育の実質化に対する教員の意識を高めた。 

 

 

 (２)分析項目の水準及びその判断理由 
(水準)    

期待される水準を上回る 

 

(判断理由)  

基本的組織の編成は、生物生産科学専攻、生物環境科学専攻、生物資源科学専攻に関し、

定員の約 3.08 倍の学生が在学しているが、教員１人あたりでは 0.86 人であり充分に設置

基準を満たしている。 
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教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制としては、アンケート調査、面接を通

して学生の評価、要望を十分に分析し教育の向上に生かしている。またテレビ会議システ

ム、インターネットチュートリアルの導入といった新しい教育方法の試みにより、学生の

構成大学やフィールドが遠隔しているハンデを克服した自発的な学習体制を実現している。

以上のことにより、教育の実施体制は、高い水準に達しており、学生の期待に応えている

と判断できる。 

 

 

分析項目Ⅱ 教育内容 

(１)観点ごとの分析 

観点 教育課程の編成  

(観点に係る状況) 

本研究科においては、表２－１－５で示したように独創的かつ先駆的な研究者や多様な

方面で活躍できる研究者、専門技術者の養成のため、合宿形式で共通ゼミナールを課し、

最近の動向を取り入れた広範な講義等を展開している。共通ゼミナール(一般)では、自己

の専門に囚われない幅広い知識と判断力の習得に役立てている。共通ゼミナール(特別)に

おいては、各人が自己の専門に密接に関連する分野の講義を聴講させている（資料２－１

－１及び２）。授業科目は、高度専門職業人あるいは自立した研究者の養成等という本学大

学院全体の教育目的と、連合農学研究科の専門上の特性及び教育目的を踏まえて設定して

いる。したがって、その内容は、研究科の教育目的に対応した授業内容になっている。 

 

 
表２－１－５ 研究科の教育目的と教育課程の編成 

教育目的（養成しようとする人物像） 教育課程の構成 授与する学位 

生物（動物、植物、微生物）生産、生物環境及び生物資

源に関する諸科学について高度の専門的能力と豊かな

学識、広い視野をもった研究者及び専門技術者を養成す

る。 

共通ゼミナールの一般・特別各 30

時間、計 60 時間以上を受講する。 
博士（農学） 

（出典：連合農学研究科ホームページ、便覧等）  
 

 

資料２－１－１ 平成 19 年度共通ゼミナール（一般）の実施要領とテキスト 

２－１－２ 平成 19 年度共通ゼミナール（特別）の題目  

 

 

観点 学生や社会からの要請への対応  

(観点に係る状況) 

近年の各学問分野の進展は著しく、指導教員や学内の近隣分野の教員のゼミナールを聴

講するだけでは、学生の旺盛な知的好奇心を満たすことができない。また、社会からは最

新の知識を習得し、自分の専門分野だけでなく境界領域を含めた広い分野を理解できる人

材が求められている。このような状況に対応するため、13 年から全国の連合農学研究科が

連携し、表２－２－６及び７のとおり、SCS（Space Collaboration System）という衛星通

信を用いた遠隔授業を共同で行っている。日本語２日間８コマ、英語３日間 12 コマの講義

をおこない、留学生の学習にも配慮している。また、19 年からは鹿児島大学大学院連合農

学研究科と特別聴講学生相互受入れの協定を結び、共通ゼミナール（特別）の互換の制度

を設けた。 
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表２－２－６   SCS ゼミナール（日本語）の題目と授業時間割  

 
 
表２－２－７ SCS ゼミナール（英語）の題目と授業時間割  
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 
(水準)  

期待される水準を上回る 

 

(判断理由) 

教育課程の編成は、研究中心の教育課程であり、ゼミナールを中心として教育している。

共通ゼミナール(一般)において広範囲な分野への総合的理解力判断力の養成、共通ゼミナ

ール(特別)においてはより深い専門知識の習得を目指している。学生と社会の期待に充分

に応えている。 

学生の旺盛な知的好奇心を満たすため、また、変化の著しい学問の進展に迅速に対応す

ることは社会の要請に応えることにもつながる。当研究科では、SCS（Space Collaboration 

System）という衛星通信を用いた遠隔授業を全国の連合農学研究科と共同で行うとともに、

19 年からは鹿児島大学大学院連合農学研究科と特別聴講学生相互受入れの協定を結び、共

通ゼミナール（特別）の互換の制度を設け、学生の要請に対応した。また、他研究科学生

の受講にも道を開いたことから、学生や社会からの要請へ充分に対応していると判断され

る。 

 

 

分析項目Ⅲ 教育方法 

(１)観点ごとの分析 

観点 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

(観点に係る状況) 

当研究科では、①共通ゼミナール（一般）、②共通ゼミナール（特別）、③SCS ゼミナー

ル（日本語）、④SCS ゼミナール（英語）の４つの形態の授業を組み合わせている。 

共通ゼミナール（一般）は初年度生を対象に、３泊４日の合宿形式で、講義、学生によ

るプレゼンテーションと質疑応答、教員とのディスカッション、施設見学と内容豊富なプ

ログラムとなっている。普段、直接会うことのない他の構成大学の学生、教員と交流する

ことにより、互いに触発し合い以降の学業に対し大変良い効果を生んでいる。そのことは、

表３－１－８に表される。 

構成大学が、地理的に離れているため、各学生が配置大学以外の教員から指導を受ける

ことは大変困難であったが、テレビ会議システムの導入により、中間発表および共通ゼミ

ナール（特別）のオリエンテーションを実施し、この問題を解消するよう努めている。 

共通ゼミナール（特別）は通常の講義形式の他に、外書を用いた輪読や、インターネッ

トチュートリアルにより、実施されている。インターネットチュートリアルでは指導教員

は、学生に幾つかのテーマを与え、これに対し学生は、各自が自主的に調査、考察し、イ

ンターネット上の掲示板を通して互いの結論を批判的に議論しあう。教員は必要に応じて

適切なアドバイスを行うが、ある教員のもつ特定の結論を押しつけるのではなくあくまで、

学生達の主体的な議論によって論理構築を目指すものである。 

SCS ゼミナールは、学内だけでは得られない最先端かつ広範な情報の提供を全国の連合

農学研究科が連携し、衛星回線を用いた遠隔授業によって実現している。前掲表２－２－

７及び８のとおり日本語による通常の授業に加え、英語コースの学生や日本語が堪能では

ない留学生のために英語による授業を SCS 連合一般ゼミナールとして他の連合農学研究科

と共同で年 12 コマ開講している。これについては、各自の専門に近い講義がなかったこと

から受講していないため評価できないという意見が表３－１－９に示すように多い。講義

メニューの選定の問題ではあるが、SCS の限られたコマ数の中では限界があったと考えら

れる。 
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表３－１－10 に示すとおり、学生を TA に採用し、学部及び修士学生の指導をさせてい

る。これは単に学部教育を補助する人材としてではなく、TA を勤めることにより、学生が

主体的に思考する能力を育てるとともに将来研究者としてチームのメンバーを指導する能

力を養成するためのトレーニングとしての効果を期待している。また、単に自己の興味の

赴くテーマを追求するのではなく、研究のプロフェッショナルとしての自覚を養成するこ

とをめざし、表３－１－11 に示すとおり、学生を RA として採用し研究グループの一員と

してプロジェクトを確実に進展させることができる信頼される研究者を養成するよう努め

ている。 

学生の専攻分野に応じた指導教員を定めており、研究科の特性・必要性に応じて複数指

導体制をとっている。研究計画や研究テーマ決定等に対する指導については、研究科でそ

の研究分野に則して適切に取り組んでいる。 

 
表３－１－８ 共通ゼミナール（一般）に対する学生評

価（平成 17 年度）  
表３－１－９ SCS 連合一般ゼミナールに対する学生評

価（平成 17 年度）  
  

 
 

 

表３－１－10 TA としての学生採用状況                 （単位：人） 

TA としての採用数 
専攻名 

H16 H17 H18 H19 

生物生産科学専攻 23 16 22 10

生物環境科学専攻 21 17 17 11

生物資源科学専攻 17 22 13 17

計 61 55 52 38

              （出典：連合農学研究科委員会資料より抜粋） 

 

表３－１－11  RA としての採用数            （単位：人） 

RA としての採用数 
専攻名 

H16 H17 H18 H19 

生物生産科学専攻 1 3 1 1

生物環境科学専攻 2 0 0 1

生物資源科学専攻 3 2 3 3

計 6 5 4 5

              （出典：連合農学研究科委員会資料より抜粋） 

 

 

Q10 ゼミナール（一 般 ） （全 体 ）

65% 

22% 

12%
1% 

このままでよい

改 善 すべき

廃 止 すべき

その他

Q13 SCS 連 合 一 般 ゼミナール（英 語 ）
（全 体 ） 

46% 48%

このままでよい

改 善 すべき

廃 止 すべき

その他
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観点 主体的な学習を促す取組 

(観点に係る状況) 

指導は、主指導教員と二人の副指導教員の協力の下でおこなっている。個別指導を原則

として主指導教員、第一副指導教員は、毎週４時間行っている。適切なゼミナールの受講

を指導している。表３－２－12 に示すとおり学生の満足度も高い。前記のインターネット

チュートリアルは、学生の主体的学習を促す優れた取り組みである。 

また、表３－２－13 に示すとおり院生用の自習室（ゼミナール室）を設置し静かな環境

で主体的な学習ができるように促している。 

 
表３－２－12  修了生アンケートと調査結果（平成 17 年度）  

Q14　主指導教員の指導方法につい
て　　　　　（全体）

82%

11%

7%
このままでよい

改善すべき

その他

Q15　第1副指導教員の指導方法について
（全体）

74%

20%

6%
このままでよい

改善すべき

その他

Q16　第2副指導教員の指導方法について
（全体）

63%
16%

21% このままでよい

改善すべき

その他

 
 
表３－２－13 自主的学習環境の整備状況（グループ学習室及び学生用端末） 

 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

連合農学研究科 

連合獣医学研究科 
・ゼミナール室 ・ゼミナール室 ・ゼミナール室 ・ゼミナール室 

 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準)  

期待される水準を上回る 

 

(判断理由) 

当研究科で行っている、①共通ゼミナール（一般）、②共通ゼミナール（特別）、③SCS

ゼミナール（日本語）、④SCS ゼミナール（英語）とインターネットチュートリアルを適切

に組み合わせた教育は、充分に機能し主体的な学習を促すことに成功している。  

主指導教員、第１副指導教員、第２副指導教員、専任教員の指導に対する満足度は高く

学生の期待に応えている。  

 
 

分析項目Ⅳ 学業の成果 

(１)観点ごとの分析 

観点 学生が身に付けた学力や資質・能力 

(観点に係る状況) 

学位取得に際しては、Current contentsに掲載の国際雑誌もしくは日本学術会議19期登

録団体の発行する学術雑誌に筆頭著者で２報以上掲載されることを学位論文提出の条件と

している。これは、かなり厳しい条件であるといえる。表４－１－13に示すとおり留年者

が40％以上であることも厳しさの表れである。表４－１－14のとおり最終的な学位取得率

は80％に上ることから、ほとんどの学生が相応の努力をし、自ら学び鍛えていると考えら

れる。結果としてこれをクリアした修了生は、努力に見合う高い学力、資質、能力を身に

つけることになる。
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学生が身に付けた学力や資質・能力の水準が高いことを物語る例として、学会賞など各

種コンペティションにおける学生の受賞は、表４－１－15に示すとおり、平成16年度０件、

平成17年度４件、平成18年度４件、平成19年度７件と特筆できる数を誇っている。 
 

表４－１－13 各段階の目標到達度（進級・留年率） 

 

 

 

 

 

表４－１－14 平成 3 年度から 15 年度の間の学位取得率 

 

入学者と途中退学者の総数

■19.7％

■80.3％

 
 

表４－１－15 各種コンペティション等の受賞者数状況 

入学年度 

(修了年度) 
修了者数

コンペティション等の名称 

及び受賞者数 

H14(H16 卒) 17 人  

H15(H17 卒) 19 人 

第５１回日本生態学会ポスター賞 １人 

International Symposium Larix2004 １人 

IUFRO The Best Poster Presentation １人 

日本畜産学会大会優秀発表賞 １人 

H16(H18 卒) 23 人 

日本獣医学会獣医繁殖学分科会賞 １人 

日本農芸化学会中部支部維持会員賞 １人 

日本野生動物医学会大会ベストポスター賞 １人 

岐阜大学長表彰 １人 

H17(H19 卒) 23 人 

日本農芸化学会中部支部維持会員賞  １人 

砂防学会研究発表会若手優秀発表賞  １人 

日本生態学会全国大会ポスター賞優秀賞１人 

食品顔料国際学会（ドイツ）ポスター賞１人 

日本芝生学会賞（奨励賞）      １人 

植物化学調節学会ポスター賞     ２人 

岐阜大学長表彰 １人 

（出典：各年度広報より抜粋） 
  

 

 

観点 学業の成果に関する学生の評価 

 

(観点に係る状況) 

学位取得の意義について調査したアンケート結果では、表４－２－16 に示すとおり、全

体の 79％が肯定的評価であり、特に留学生は 84％が満足していた。 

 

16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

段階：修了時 

留年率 52％ 

段階：修了時 

留年率 52％ 

段階：修了時 

留年率 44％ 

段階：修了時 

留年率 41％ 

学位取得者

437 人 

退学者等 

107 人 
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表４−２−16 修了生アンケートと調査結果（平成 17 年度） 

成 17 年度）  

 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 

期待される水準を上回る 

 

(判断理由) 

厳しい学位提出条件のなか、高い学位取得率を保っている。また修了生に対するアンケ

ートから、非常に満足度が高いことが判る。 

学会賞など各種コンペティションにおける学生の受賞が前掲表４－１－15 のとおり数

多くあることからも、学生が身に付けた学力や資質・能力の水準が高いと判断できる。以

上、学生の高い満足度のもと修了生は博士号にふさわしい学力と知力を有して社会に出て

おり、学生の期待を満たしていると判断する。 

 

分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

(１)観点ごとの分析 

観点 卒業(修了)後の進路の状況 

(観点に係る状況) 

表５－１－17 に示すようにこれまでに卒業した 492 人の修了者のうち、20%が大学の教

員、25％が研究所等の研究員、26%が民間の研究員の職についている。平成 16 年度修了者

38 名中、未定の６名を除いた 31 名は大学、研究機関、民間の教育研究職についている。

平成 17 年度では 14 名中９名が研究職である。地域性はなく、全国、全世界で活躍してい

る。 
 

表５－１－17 職種別就職状況（平成 17 年度修了生アンケートと調査結果に最新情報を付加し修正） 

職種別就職状況

3人

99人

46人
96人

122人
126人

大学教員

研究所・団体等研究員

民間企業研究員（職）

その他（含む研究生
等）
自営

未定（含む調査中）

Q27E 学 位 を取 得 した意 味 はありますか？
（留 学 生 ） 

40%

44%

8%
0%

8%
5

4

3

2

1

最高 

標準  

最低  

Q27E　学位を取得した意味はありますか？
（全体）

42%

37%

13%

6% 2%
5

4

3

2

1

最高 

標準  

最低  
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観点 関係者からの評価 

 (観点に係る状況) 

前掲のように学生からは高い評価を得ている。一方、修了生が、１組織に５名以上在籍

している組織はないので、これまでは本研究科修了生に対する就職先への評価に関するア

ンケートは行っていなかった。現在、平成 22 年以降の研究科の在り方を検討するため、表

５－２－18 に示す研究科に対するアンケート調査を実施し、回収と分析の作業を行ってい

るところである。従って、評価の全体像を俯瞰できる客観性のあるデータは提示できない。

しかし、卒業生の名簿（資料５－２－３）の就職先から判断すると、公官庁、教育機関、

研究機関、民間に限らず、高いポジションについているものが多い。特に留学生では大学

長や学部長職についている例もある。 
 

 

表５－２－18 学外関係者からの意見聴取の状況 

時 期 学外意見聴取対象者 実 施 方 法 ・ 内 容 報告書 

平成 17 年 10 月 修了生 

平成 22 年以降の研究科の在り方を検討す

るため、研究科に対するアンケート調査を

実施した。 

広報 15 号 

 

資料５－２－３ 修了生の就職先リスト（H17 広報の抜粋）  

 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 
(水準)  

期待される水準を大きく上回っている。 

 

(判断理由) 

多くの修了生が官公民、各領域で高い地位を得ている。特に留学生の帰国後の活躍が目

覚しく、学長職や学部長などの要職についている修了生もいる。従って、進路就職状況も

良好であり、社会からの期待に充分に応えている。 
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Ⅲ 質の向上度の判断 
 

①事例１「SCS による一般ゼミナールおよびテレビ会議システムの導入による中間発表の

実施および共通ゼミナールのオリエンテーションの実施」(分析項目Ⅲ) 

(質の向上があったと判断する取組) 

平成 13 年度に行われた連合農学研究科外部評価報告書を法人化前の基準とし、法人化

移行後、質が向上したものを抽出し、向上度を判断した。その中で、地理的に離れた大学

間で大学院を構成し、配置大学以外の教員から指導を受ける体制整備が問われ、SCS の充

実を指摘された。これを受け、英語による SCS 導入を全国の連合農学研究科を構成する大

学間ではかった。これに加えて、本研究科で独自にテレビ会議システムを導入し、中間発

表、共通ゼミナール（特別）やオリエンテーション、教員の FD に使用している。 

 

②事例２「インターネットチュートリアルの導入」(分析項目Ⅲ) 

(質の向上があったと判断する取組) 

上記、事例１に関連するが、岐阜大学には全国共同利用施設の医学教育開発研究センタ

ーがあり、インターネットチュートリアルプログラムを開発し、医学教育ばかりでなく全

学共通教育や一部の学部・大学院教育にも導入を始めた。連合農学研究科では、平成 16

年度に日本語版の試行をはじめ平成 17 年度から実施している。平成 18 年度からは留学生

対象のコースも開設した。座学による受け身の教育では得られない積極的な学習であり、

自己の専門分野を超えた広い視野を養うことに役立っている。またプレゼンテーションや

ディスカッション力を養成する場となっている。これらは、特に、フィールドワーク中心

の学生と留学生から評価が高い。 



平成１９年度岐阜大学大学院連合農学研究科 

共通ゼミナール（一般）実施要領 

                                                              世話大学  静岡大学    

 

 

        １．期    日  平成１９年８月２９日（水）～平成１９年９月１日（土） 

 

        ２．場    所  「国立中央青少年交流の家」 

                      〒412-0006  静岡県御殿場市中畑2092-5 

                                  ＴＥＬ 0550-89-2020  ＦＡＸ 0550-89-2025 

 

    ３．環  境 富士山の裾野にあり，広大な自然に育まれたところです。 

 

        ４．集合場所 

       「国立中央青少年交流の家」玄関前 

                      〒412-0006  静岡県御殿場市中畑2092-5 

                                  ＴＥＬ 0550-89-2020  ＦＡＸ 0550-89-2025 

 

            ※交通案内 

                岐阜大学（全員バスを利用：岐阜大学→東海北陸自動車道（各務原インター） 

→東名高速道路（御殿場インター）→国立中央青少年交流の家） 

        静岡大学（全員バスを利用：静岡大学→東名高速道路（御殿場インター） 

→国立中央青少年交流の家） 

 

        ５．集合時間  平成１９年８月２９日（水）  １５：００（時間厳守） 

 

        ６．講    師  岐阜大学     教授  木曽 真，早川享志 

                      静岡大学    教授  西田友昭，高坂哲也 

                      信州大学    教授  加藤正人 

                                         

      特別講師 MUHAMMED NUR（モハメド ヌール）JSPS特別研究員 

            元 岐阜大学大学院連合農学研究科（国費外国人留学生(特別)） 

              信州大学配置（主指導教員：小池正雄教授） 

                        平成１８年９月修了生 

 

        ７．日    程 

              ８月２９日（水）  １４：３０  「国立中央青少年交流の家」受付 

                                １５：００  開講式・オリエンテーション 

                                １７：３０  夕食・懇親会 

                                 

岐阜大学連合農学研究科

資料２－１－１

kaikaku
長方形



８月３０日（木）    ９：００  セミナー（西田 友昭） 

                                １０：２０  セミナー（加藤 正人） 

                                ｌ３：００  セミナー（早川 享志） 

                                １４：２０  特別講演（モハメド ヌール） 

１５：３０  学生の研究発表 

 

              ８月３１日（金）    ９：００  セミナー（高坂 哲也） 

                                １０：２０  セミナー（木曽  真） 

                                １３：００ 学生の研究発表 

 

９月 １日（土）   ７：２０  清掃・退所点検 

                 ９：００  研修（ヤクルト工場見学）へ移動 

                                 ９：４５  研修（ヤクルト工場見学） 

                                １０：３０  忍野八海へ移動・散策 

                                １２：３０  昼食（河口湖畔）・修了式 

１３：３０  解散 

 

        ８．経    費    １２，０００円   

                      ＊宿泊費，食費，懇親会費，保険料を含む。 

 

        ９．宿    泊    宿泊室（部屋割）は受付の際にお知らせします。 

 

        10．携行品      上履き（体育館シューズ），バスタオル，タオル，歯ブラシ，ジャー

ジ等（寝巻き），雨具，長袖ジャージ等，着替え，常備薬，健康保険

証（コピー），テキスト（実施要領），筆記用具，コンピュータ（又

は発表用のパワーポイント），テレフォンカード(機種により携帯電話

使用不可) 

 

        11．その他      (1) 基本的に，緊急時以外は電話等の取り次ぎはできません。 

                        (2) ゼミナール中の健康管理については，十分留意してください。 

                        (3) 懇親会  ８月２９日（水）夕食時に行う。 

 

          ○  「学生の研究発表」では，３グループに別れ，全員がパワーポイントを使って 

一人１０分程度（発表５分程度，質問５分程度）の研究発表を行う。 

          ○  このゼミナール終了後，別添のとおりレポートを，平成１９年９月２８日 

            （金）までに提出願います。 
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修了生の就職先リスト（抜粋） 
 

修了生の中で、大学民間企業において特に高いポジションについている者を「岐阜大学大学院連合農

学研究科 広報 第 14 号」卒業生名簿(pp155-164)より抜粋し、最新の情報に基づき修正した。個人

情報保護のため氏名は割愛した。（括弧内は修了年度）学長、研究所長クラスのものは○印を付した。

ペルー国立教育大学 教授 (H5) 
中国 食品有限公司 代表取締役 (H5) 
カゴメ(株)総合研究所長 (H5) 
宝酒造(株) 主任研究員 (H5) 
インド Ovo bel food Ltd. マネージャー (H5) 
中国 浙江大学理学院助教授 (H6) 
中国 建国大学生命環境科学大学 教授 (H6) 
(株)ファスマック代表取締役社長 (H6) 
岐阜工業(株) 代表取締役社長 (H7) 
共同乳業(株)研究所 副所長 (H7) 
(財)大里研究財団主催 (H7) 
養命酒製造(株)中央研究所 次長 (H7) 
大阪府立花の文化園 参事 (H7) 
(独)森林総合研究所 主任研究員 (H7) 
焼津水産化学工業(株)研究開発部部長 (H7) 
スリランカ フィラデニア大学 助教授 (H8) 
日研化成(株)研究開発センター長 (H8) 
中国 東亜師範大学 助教授 (H8) 

○ガーナ 土壌研究所 所長 (H8) 
シーシーアイ (株 )研究開発部 主任研究員 

(H9) 
バングラディッシュ農業大学 助教授 (H9) 
中国 江南農業大学 副教授 (H9) 
静岡大学農学部 助教授 (H9) 

○中国 江西省 科学院生物工学センター長 

(H9) 
石川県農業短期大学 助教授 (H10) 
北海道立林産試験場製材乾燥課 研究主任 

(H10) 
岐阜市立女子短期大学 助教授 (H10) 
ＳＴＡＦＦ研究所 主任研究員 (H10) 
中国 西南農業大学 教授 (H10) 
中国 School of Life Science Univ. of Sci. &  
            Tech. of China 助教授 (H10) 
千葉県立衛生短期大学 助教授 (H10) 
Jahangirnagar 大学 教授 (H10) 
韓国 Soil Research Development Institute  

Scientific Oficer (H10) 
中国 安微農業大学 教授 (H10) 
南九州大学環境造園学 助教授 (H11) 
中国 中国河北医科大学 助教授 (H11) 
中国 江西農業大学林学院 教授 (H11) 
バングラディッシュ農業大学 助教授 (H11) 
中国 大連大学 助教授 (H11) 
兵庫県立大学自然環境科学研究所 助教授 

(H11) 
(独) 生物系特定産業技術研究支援センター 主

任研究員 (H11) 
○モンゴル モンゴル大学 学長 (H11) 

Marino Marcos Stat 大学 助教授 (H11) 
倉敷芸術科学大学 助教授 (H11) 

○広西大学農学院 院長 (H11) 
三和化学研究所 副主任研究員 (H11) 
室蘭工業大学応用生物科学科 助教授 (H11) 
バングラディッシュ ダッカ大学 助教授 

(H11) 
中国 吉林大学 副教授 (H12) 
中国 全南大学校 教授 (H12) 
中国 安微農業大学 助教授 (H12) 
Chittagone Verternary College 助教授 (H12) 
兵庫県立大学助教授 (H13) 
中国 広西大学 助教授 (H13) 
ファイザー製薬(株) 主任研究員 (H13) 
国立一関高等工業専門学校助教授 (H13) 
明治製菓(株)北上工場長 (H13) 
(株)大福製紙 技術部課長代理 (H14) 
インドネシア Gadjah Mada 大学 助教授 

(H14) 
BRAWIJAYA 大学 助教授 (H15) 
ＹＫＫ ＡＰ(株) 管理職 (H15) 
中国 中南林学院 助教授 (H15) 
中国 南京林業大学 助教授 (H15) 
中国 華南熱帯農業大学農学院 教授 (H15) 
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